
以西底びき網漁業に係る漁獲物等の転載許可に関する取扱方針

制定 ２水管第170 9号

令和２年12月１日

（趣旨）

第１ 漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭和38年農林省令第５号。以

下「省令」という。）第28条において準用する第27条第４号に基づく以西底

びき網漁業の漁獲物又はその製品の転載（以下単に「転載」という。）の許

可（以下「転載許可」という。）の取扱いに関しては、この方針の定めると

ころによる。

（転載許可）

第２ 転載許可は、以西底びき網漁業の許可を受けた船舶ごとに行う。

（転載許可の有効期間）

第３ 転載許可の有効期間は、転載許可に係る船舶（以下「転載許可船舶」とい

う。）に係る以西底びき網漁業の許可の有効期間（転載許可発給時において

既に一定期間経過している場合は、その残存期間）と同一とする。

（転載許可の申請）

第４ 転載許可を受けようとする者は、別記様式第１号による申請書に次に掲げ

る書類を添えて農林水産大臣に提出するものとする。

（１）申請理由書

（２）印鑑証明書

（３）その他水産庁長官が提出を求めた書類

（指令書の交付）

第５ 農林水産大臣は、転載許可をしたときは、申請者に別記様式第２号による

指令書を交付する。

（転載許可の条件）

第６ 転載許可には、次の条件を付けるものとする。

（１）指令書を転載許可船舶の船内に保持し、漁業監督公務員の要求があった

ときは、これを提示しなければならない。

（２）転載許可船舶から次に掲げる船舶以外の船舶に転載を行ってはならない。

ア 以西底びき網漁業の許可を受けた船舶

イ 九州漁業調整事務所長から運搬船の証明を受けた船舶

ウ 九州漁業調整事務所長から転載計画の確認を受けた船舶

（転載許可の失効）

第７ 次のいずれかに該当する場合は、転載許可はその効力を失うものとする。

（１）当該転載許可船舶に係る以西底びき網漁業の許可がその効力を失ったと

き。

（２）当該転載許可船舶に係る漁船登録（漁船法（昭和25年法律第178号）に



基づく漁船の登録をいう。以下同じ。）が抹消され、又は船舶検査証書

（船舶安全法（昭和８年法律第11号）に基づく船舶検査証書をいう。以下

同じ。）が無効若しくは効力停止となったとき。

（転載許可の取消し）

第８ 次のいずれかに該当する場合は、転載許可を取り消すことがある。

（１）第６に規定する条件に違反したとき。

（２）国際協定の改定等により新たな事情が生じたとき。

（３）その他漁業調整上必要があるとき。

（４）転載許可を受けた者が漁業に関する法令又は労働に関する法令を遵守す

る精神を著しく欠くと認められるとき。

（指令書の返納）

第９ 転載許可を受けた者は、転載許可の有効期間が満了したとき、又は当該転

載許可がその効力を失い、若しくは取り消されたときは、速やかに、その指

令書を農林水産大臣に返納するものとする。

（指令書の書換交付）

第10 転載許可を受けた者は、指令書の記載事項に変更が生じた場合には、速や

かに農林水産大臣に指令書の書換交付を申請するものとする。

（指令書の再交付）

第11 転載許可を受けた者は、交付を受けた指令書を亡失し、又はき損したとき

は、速やかに理由を付して農林水産大臣に指令書の再交付を申請するものと

する。

（運搬船の証明）

第12 転載許可船舶から転載を行う他の船舶（以西底びき網漁業の許可を受けた

船舶を除く。以下「運搬船」という。）の使用を行おうとする者は、九州漁

業調整事務所長の証明を受けるものとする。ただし、第18に規定する転載計

画の確認を受けて船舶の使用を行おうとする場合は、この限りでない。

２ 前項の証明は、次のすべてを満たす場合に限り行うものとする。

（１）当該運搬船の総トン数が550トン未満であること。

（２）当該運搬船が漁船登録をされており、かつ、漁船特殊規則（昭和９年逓

信・農林省令）に基づく従業制限が第三種であること。

（３）当該運搬船が現に有効である船舶検査証書を有していること。

（４）運搬船の使用者が、以西底びき網漁業の許可受有者又は以西底びき網漁

業の許可受有者が参加している団体であること。

（運搬船の証明の申請）

第13 運搬船の証明を受けようとする者は、別記様式第３号による申請書に次の

書類を添えて九州漁業調整事務所長に提出するものとする。

（１）漁船登録の謄本

（２）船舶検査証書の写し



（３）運搬船を使用する権利が所有権以外の場合には、当該権利を有すること

を証する書類

（４）その他九州漁業調整事務所長が提出を求めた書類

（証明証の交付等）

第14 九州漁業調整事務所長は、運搬船の承認をしたときは、申請者に対して別

記様式第４号による証明証を交付する。

２ 証明証の交付を受けた者は、これを運搬船の船内に保持し、漁業監督公務

員の要求があったときはこれを提示しなければならない。

（運搬船の証明の失効）

第15 当該運搬船が第１２の第２項に規定する条件のいずれかに該当しなくなっ

た場合は、当該運搬船の証明はその効力を失うものとする。

（運搬船の証明の取消し）

第16 次のいずれかに該当する場合は、運搬船の証明を取り消すことがある。

（１）国際協定の改定等により新たな事情が生じたとき。

（２）漁業法（昭和24年法律第267号）第131条第１項の規定に違反したとき。

（３）その他漁業調整上必要があるとき。

（４）運搬船の証明を受けた者が漁業に関する法令又は労働に関する法令を遵

守する精神を著しく欠くと認められるとき。

（準用）

第17 第３及び第９から第11までの規定は、運搬船の証明について準用する。こ

の場合において、「農林水産大臣」とあるのは「九州漁業調整事務所長」と

読み替えるものとする。

（転載計画の確認）

第18 転載許可を受けた者が、運搬船以外の船舶（以西底びき網漁業の許可を受

けた船舶を除く。）に転載を行おうとする場合には、転載を行うごとに転載

計画を作成し、転載予定日の７日前までに九州漁業調整事務所長の確認を受

けるものとする。

２ 転載計画の確認を受けた者は、転載計画に記載された転載数量の範囲内で

転載を行うものとする。

３ 九州漁業調整事務所長は、底魚資源の資源状態、国際関係その他漁業調整

上の必要が生じたときは、転載計画の変更を求めることがある。

４ 転載計画の確認を受けた者は、転載計画に基づく転載に関し、九州漁業調

整事務所長が必要と認めて指示した場合は、これに従うものとする。

（転載計画の確認の申請）

第19 転載許可の確認を受けようとする者は、別記様式第５号による転載計画確

認申請書に次の書類を添えて九州漁業調整事務所長に提出するものとする。

（１）転載許可指令書の写し

（２）以西底びき網漁業許可証の写し



（３）運送委託契約書等の写し

（４）その他九州漁業調整事務所長が提出を求めた書類

（確認書の交付等）

第20 九州漁業調整事務所長は、転載計画の確認をしたときは、申請者に対して

別記様式第６号による確認書を交付する。

２ 確認書の交付を受けた者は、これを船内に保持し、漁業監督公務員の要求

があったときはこれを提示しなければならない。

（転載報告書）

第21 転載計画の確認を受けた者は、転載計画に基づく転載を行ったときは、漁

獲物又はその製品を陸揚げした日から、10日以内に別記様式第７号による転

載報告書を関係書類を添えて九州漁業調整事務所長に提出しなければならな

い。

附 則

１ この取扱方針（以下「新方針」という。）は、漁業法等の一部を改正する等

の法律（平成30年法律第95号）の施行の日（令和２年12月１日）から施行する。

２ ｢以西底びき網漁業に係る漁獲物等の転載許可に関する取扱方針｣（平成９年

６月30日付け９水振第541号。以下「旧方針」という。）は、令和２年11月30

日限りで廃止する。

３ 令和２年11月30日までに旧方針の規定により行われた転載許可、運搬船の証

明及び転載計画の確認（以下「転載許可等」という。）に関しては、なお従

前の例による。

４ 令和２年11月30日までに申請があった転載許可等であって、令和２年11月30

日までに転載許可等がされていないものについては、新方針の規定による申

請とみなす。



（別記様式第１号）

以西底びき網漁業の漁獲物等転載許可申請書

年 月 日

農林水産大臣 殿

住所

氏名又は名称

下記により漁獲物等の転載許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 転載を行う船舶

（１）許可番号

（２）船名

（３）漁船登録番号

（４）総トン数

２ 転載を受ける船舶

３ 転載期間

年 月 日から 年 月 日まで

（注）２の転載を受ける船舶については次の方法の中から選択し、該当する番号

を記入すること（①、②両方選択可）。

① 運搬船の証明を受けた船舶

② 転載計画の確認を受けた船舶



（別記様式第２号）

農林水産省指令 第 号

住所

氏名又は名称

年 月 日付けで申請のあった以西底びき網漁業の漁獲物等の転載に

ついては、下記のとおり許可する。

年 月 日

農林水産大臣

記

１ 転載を行う船舶

（１）許可番号

（２）船名

（３）漁船登録番号

（４）総トン数

２ 転載を受ける船舶

３ 転載期間

年 月 日から 年 月 日まで

４ 条件

（１）指令書を転載許可船舶の船内に保持し、漁業監督公務員の要求があった

ときは、これを提示しなければならない。

（２）転載許可船舶から次に掲げる船舶以外の船舶に転載を行ってはならない。

ア 以西底びき網漁業の許可を受けた船舶

イ 九州漁業調整事務所長から運搬船の証明を受けた船舶

ウ 九州漁業調整事務所長から転載計画の確認を受けた船舶



（別記様式第３号）

以西底びき網漁業の漁獲物等運搬船の証明申請書

年 月 日

九州漁業調整事務所長 殿

住所

氏名又は名称

下記により運搬船の証明を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 船名

２ 漁船登録番号

３ 総トン数

４ 船舶使用者

住所

氏名又は名称

５ 船舶所有者

住所

氏名又は名称

６ 転載許可船舶

７ 転載期間

年 月 日から 年 月 日まで

８ 陸揚港



（別記様式第４号）

以西底びき網漁業の漁獲物等運搬船の証明証

住所

氏名又は名称

下記の漁船は、｢以西底びき網漁業に係る漁獲物等の転載許可に関する取扱方

針｣（令和２年12月１日付け２水管第 号）に基づく運搬船であることを証

明する。

年 月 日

九州漁業調整事務所長

記

１ 船名

２ 漁船登録番号

３ 総トン数

４ 船舶所有者 住所

氏名又は名称

５ 転載許可船舶

６ 転載期間

年 月 日から 年 月 日まで

７ 陸揚港



（別記様式第５号）

以西底びき網漁業の漁獲物等転載計画の確認申請書

年 月 日

九州漁業調整事務所長 殿

住所

氏名又は名称

下記により以西底びき網漁業の漁獲物等の転載計画の確認を受けたいので、関

係書類を添えて申請します。

記

１ 転載許可船舶

（１）許可番号

（２）船名

（３）漁船登録番号

（４）総トン数

２ 転載計画

（１）転載数量 トン

内訳 主 要

魚 種 名 その他 合 計

数 量

トン

（２）転載予定年月日

（３）転載予定場所

（４）予定運搬船

ア 船名

イ 総トン数

ウ 船籍

（５）陸揚予定港

（６）陸揚予定年月日



（別記様式第６号）

以西底びき網漁業の漁獲物等転載計画の確認書

住所

氏名又は名称

年 月 日付けで申請があった下記の転載計画を確認する。

年 月 日

九州漁業調整事務所長

記

１ 転載許可船舶

（１）許可番号

（２）船名

（３）漁船登録番号

（４）総トン数

２ 転載の計画

（１）転載数量 トン以内

（２）転載予定年月日

（３）転載予定場所

（４）予定運搬船

ア 船名

イ 総トン数

ウ 船籍

（５）陸揚予定港

（６）陸揚予定年月日



（別記様式第７号）

以西底びき網漁業の漁獲物等転載報告書

年 月 日

九州漁業調整事務所長 殿

住所

氏名又は名称

下記により以西底びき網漁業の漁獲物等の転載を行いましたので、関係書類を

添えて報告します。

記

１ 転載許可船舶

（１）許可番号

（２）船名

（３）漁船登録番号

（４）総トン数

２ 転載数量等

（１）転載数量

計画 トン

実績 トン

内訳 主 要

魚 種 名 その他 合 計

数 量

トン

（２）転載年月日

（３）転載場所

（４）運搬船

ア 船名

イ 総トン数

ウ 船籍

（５）陸揚港

（６）陸揚年月日




